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証券コード　3246

平成30年４月11日

株 主 各 位

福岡市中央区赤坂一丁目15番30号

株式会社コーセーアールイー
代表取締役社長 諸 藤 敏 一

第28期定時株主総会招集ご通知

拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第28期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席く

ださいますようご通知申しあげます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面又はインターネットにより議決権を行

使することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のう

え、平成30年４月25日（水曜日）午後６時までに議決権を行使くださいますよう

お願い申しあげます。

敬　具

記

1. 日 時 平成30年４月26日（木曜日）午前10時

（受付開始　午前９時30分より）

2. 場 所 福岡市博多区下川端町３番２号

ホテルオークラ福岡　３階　｢メイフェア｣

（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

3. 目 的 事 項

報 告 事 項 1.第28期（平成29年２月１日から平成30年１月31日まで）事

業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会

の連結計算書類監査結果報告の件

2.第28期（平成29年２月１日から平成30年１月31日まで）計

算書類報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役（監査等委員であるものを除く。）４名選任の件

－ 1 －

株主各位
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4．議決権の行使に関する事項

(1)書面による議決権行使の場合

　同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成30年４

月25日（水曜日）午後６時までに到着するようご返送ください。

(2)インターネットによる議決権行使の場合

　同封の議決権行使書用紙に記載の当社指定の議決権行使ウェブサイト

（https://www.net-vote.com/）にアクセスしていただき、画面の案内にした

がって、平成30年４月25日（水曜日）午後６時までに議案に対する賛否をご入

力ください。なお、詳細は、本招集ご通知28ページをご参照ください。

(3)議決権の重複行使の取り扱い

①書面とインターネットにより、二重に議決権を行使された場合は、インタ

ーネットによるものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきま

す。

②インターネットにより、複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後

に行われたものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。

以 上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。また、

議事資料として、本冊子をご持参くださいますようお願い申しあげます。

◎本招集ご通知に際して提供すべき書面のうち、「連結計算書類の連結注記表」及び「計算書類

の個別注記表」につきましては、法令及び当社定款に基づき、インターネット上の当社ウェブ

サイト（http://www.kose-re.jp/shareholder/ir.html）に掲載しておりますので、本提供書面

には記載しておりません。したがって、本招集ご通知の提供書面は、監査報告を作成するに際

し、監査等委員会及び会計監査人が監査をした対象の一部であります。

◎本招集ご通知の内容については、早期に情報を提供する観点から、本通知発送前に当社ウェブ

サイトに開示いたしました。

◎株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、上記の

当社ウェブサイトに修正後の事項を掲載させていただきます。

－ 2 －

株主各位
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

(平成29年２月１日から
平成30年１月31日まで)

1．企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

　当連結会計年度における我が国経済は、米国の経済動向や東アジアの緊張

情勢等の影響が先行き不透明であるものの、雇用状況や企業業績の改善によ

り、緩やかな景気回復傾向で推移いたしました。

　当社グループが属する分譲マンション業界においては、低金利政策に支え

られ、堅調な市況で推移したものの、土地価格の上昇及び人手不足に伴う建

築コストの上昇並びに工期の長期化が顕著となり、今後の仕入・開発計画の

進捗に支障をきたす懸念が高まっております。

　このような事業環境のもと、当社グループは、ファミリーマンション及び

資産運用型マンションの新規物件開発のほか、完成物件や中古物件の仕入に

も取り組み、販売状況は期首計画を上回り好調に進捗いたしました。

　この結果、売上高 12,889,002千円（前期比25.8％増）、営業利益1,784,439

千円（前期比61.6％増）、経常利益 1,750,903千円（前期比60.0％増）、親

会社株主に帰属する当期純利益 1,154,493千円（前期比70.5％増)となりまし

た。

セグメント別の業績の概要は次のとおりであります。

（ファミリーマンション販売事業）

　福岡市及び大野城市で４棟（グランフォーレ大橋南、グランフォーレ西新

レジデンス、グランフォーレ藤崎レジデンス、グランフォーレ春日原）を完

成させたほか、前期繰越在庫の引渡しを進め、中古物件を含み156戸（前期は

134戸）を引渡しました。また、次期完成物件５棟（グランフォーレ大橋テラ

ス、グランフォーレ諏訪野プレミアム、グランフォーレ大濠西、グランフォ

ーレ南福岡レジデンス、グランフォーレ西田エムディア）の販売を開始し、

順調に契約高を積み上げました。この結果、売上高 5,604,302千円（前期比

27.1％増）、セグメント利益 904,012千円（前期比70.5％増）となりました。

－ 3 －

事業の経過及び成果
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（資産運用型マンション販売事業）

　福岡市で４棟（ドゥーエ赤坂、グランフォーレ箱崎プレミア、グランフォ

ーレ神屋町、グランフォーレ博多駅東スタイル）を完成させ、１棟（グラン

フォーレラグゼ箱崎）の完成物件仕入を行い、前年からの販売継続物件と合

わせ369戸を引渡したほか、中古物件87戸を引渡し、合計456戸（前期は338

戸）と伸長いたしました。この結果、売上高 6,678,935千円（前期比25.4％

増）、セグメント利益 1,004,400千円（前期比45.1％増）となりました。

　なお、ドゥーエ赤坂（273戸）は、当社及び他１社で構成する共同企業体に

より１棟一括引渡しを行い、当社の出資比率50％にあたる136戸を引渡し戸数

として算定しております。

（不動産賃貸管理事業）

　資産運用型マンション新規物件の完成等に伴い管理戸数は2,881戸（前期は

2,363戸）となり、売上高 367,728千円（前期比15.9％増）、セグメント利

益 139,869千円（前期比11.6％増）となりました。

（ビルメンテナンス事業）

　マンション管理業、保守・点検業、工事請負業を継続して行い、売上高 

160,306千円（前期比8.5％増）、セグメント利益 18,830千円（前期比39.0％

増）となりました。

（その他の事業）

　不動産仲介業のほかマンション販売代理業（埼玉県川口市）を行い、売上

高 77,729千円（前期比74.3％増）、セグメント利益 63,029千円（前期比

78.7％増）となりました。

(2) 資金調達等についての状況

① 資金調達

　当社は、平成29年10月20日の公募増資による普通株式1,740,000株の発行

及び平成29年11月15日の第三者割当増資による普通株式260,000株の発行に

より、2,448,900千円の資金調達を行いました。

② 設備投資

　該当事項はありません。

－ 4 －

事業の経過及び成果
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(3) 財産及び損益の状況

区 分 第 25 期 第 26 期 第 27 期
第 28 期

(当連結会計年度)

売 上 高 (千円) 6,371,203 7,918,295 10,245,277 12,889,002

経 常 利 益 (千円) 693,676 691,826 1,094,251 1,750,903

親会社株主に帰属する
当期純利益

(千円) 446,211 491,734 677,159 1,154,493

１株当たり当期純利益 (円) 111.15 60.67 83.02 132.79

総 資 産 (千円) 8,526,255 10,505,843 12,667,875 14,821,720

純 資 産 (千円) 2,015,439 2,450,735 3,056,251 6,474,021

（注）1．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づいて算出しております。

2．当社は、平成29年２月１日付（第28期）で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を

行っております。第26期及び第27期の１株当たり当期純利益は、第26期の期首に当該株

式分割が行われたと仮定し算定しております。なお、第25期の１株当たり当期純利益

は、当該株式分割が行われる前の数値で表示しております。

3．当社は、平成29年10月20日付の公募増資及び平成29年11月15日付の第三者割当増資によ

り、発行済株式数が2,000,000株増加し、資本金及び資本準備金がそれぞれ1,224,450千

円増加しております。

(4) 対処すべき課題

　当社グループが属する分譲マンション業界においては、土地価格、建築費

の上昇に伴う販売価格の上昇が続いていることから、需給の均衡が破綻する

可能性も否定できません。このような事業環境のもと、当社グループの対処

すべき課題は次のとおりであります。

① 企画・開発

　ファミリーマンション及び資産運用型マンションの開発においては、市況

の動向を踏まえ、顧客ニーズにマッチした立地選定、仕様企画、販売価格設

定を、より慎重に行ってまいります。

② 販売

　ファミリーマンション及び資産運用型マンションの販売においては、販売

戸数の増加に対応し、営業戦力の拡充、強化を図ってまいります。

③ 組織

　業務量の拡大に伴い、企画・開発、販売部門以外の間接部門においても計

画的に増員・育成を行い、管理体制の充実に取り組んでまいります。

－ 5 －

財産及び損益の状況、対処すべき課題
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(5) 企業集団の主要な事業セグメント

（平成30年１月31日現在）

セ グ メ ン ト の 名 称 事 業 内 容

ファミリーマンション販売事業 ファミリーマンションの企画・販売

資産運用型マンション販売事業 資産運用型マンションの企画・販売

不 動 産 賃 貸 管 理 事 業 資産運用型マンション等の賃貸管理及び賃貸

ビ ル メ ン テ ナ ン ス 事 業 マンション等の管理及びメンテナンス

(6) 企業集団の主要拠点等

① 主要な営業所 （平成30年１月31日現在）

ａ. 当社の主要な営業所

本 社 福岡県福岡市

東 京 支 店 東京都千代田区

ｂ. 子会社の主要な営業所

株式会社コーセーアセットプラン 本 社 福岡県福岡市

株 式 会 社 ア ー ル メ ン テ ナ ン ス 南 福 岡 事 業 所 福岡県福岡市

② 使用人の状況 （平成30年１月31日現在）

ａ. 企業集団の使用人の状況

セ グ メ ン ト の 名 称 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

ファミリーマンション販売事業 　15（-）名 2名減（-）

資産運用型マンション販売事業 　37（1）名 3名増（-）

不 動 産 賃 貸 管 理 事 業 　6（-）名 1名増（-）

ビ ル メ ン テ ナ ン ス 事 業 　5（42）名 －（3名減）

全 社 （ 共 通 ） 　21（-）名 1名増（-）

合 計 　84（43）名 3名増（3名減）
 

（注）1．全社（共通）として記載されている使用人数は、企画・管理部門に所属しているもので

あります。なお、うち１名は子会社である株式会社アールメンテナンスに取締役として

出向しております。

2．使用人数は就業員数であり、パートタイマーは（　）内に年間の平均人員を外数で記載

しております。

－ 6 －

企業集団の主要な事業セグメント、企業集団の主要な営業所及び使用人の状況
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ｂ. 当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

61（1）名 3名増（-） 37.0歳 6.0年

（注）使用人数は就業員数であり、パートタイマーは（　）内に年間の平均人員を外数で記載し

ております。

(7) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社の状況

　該当事項はありません。

② 子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株 式 会 社 コ ー セ ー
ア セ ッ ト プ ラ ン

15,000　千円 76.7％ 資産運用型マンション販売事業

株 式 会 社 ア ー ル
メ ン テ ナ ン ス

20,000　千円 100.0％ ビルメンテナンス事業

(8) 主要な借入先及び借入額

（平成30年１月31日現在）

借 入 先 借 入 残 高

株 式 会 社 福 岡 銀 行 4,778,581 千円

株 式 会 社 西 日 本 シ テ ィ 銀 行 1,591,000

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 347,000

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。

－ 7 －

企業集団の主要な営業所及び使用人の状況、重要な親会社及び子会社の状況、主要な借入先及び借入額、その
他会社の現況に関する重要な事項
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2．株式に関する事項　（平成30年１月31日現在）

　発行可能株式総数は、平成29年２月１日付の株式分割（１株を２株に分割）

に伴う定款変更により、16,000,000株増加しております。また、発行済株式の

総数は、当該株式分割及び平成29年10月20日付の公募増資並びに平成29年11月

15日付の第三者割当増資により、6,078,400株増加しております。

(1) 発行可能株式総数 32,000,000株

(2) 発行済株式の総数 10,156,800株 （自己株式 211,200株を除く）

(3) 株主数 9,422名

(4) 上位10名の株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

諸 藤 敏 一 2,504,000株 24.65％

株 式 会 社 Ｔ Ｍ Ｉ ト ラ ス ト 2,100,000 20.68

グ ラ ン フ ォ ー レ 会 198,300 1.95

株 式 会 社 合 人 社 計 画 研 究 所 120,000 1.18

株 式 会 社 旭 工 務 店 96,000 0.95

朝 日 火 災 海 上 保 険 株 式 会 社 88,000 0.87

九 州 建 設 株 式 会 社 80,000 0.79

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス
信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ）

77,100 0.76

コ ー セ ー ア ー ル イ ー 役 員 持 株 会 71,300 0.70

株 式 会 社 三 広 64,000 0.63

（注）1．上記株主には自己株式を含んでおりません。

2．持株比率は、自己株式を控除して計算し、表示単位未満を四捨五入しております。

3．新株予約権等に関する事項

(1) 当事業年度の末日における会社役員が保有する職務執行の対価として交付

された新株予約権

該当事項はありません。

(2) 事業年度中に使用人等に対し職務執行の対価として交付された新株予約権

該当事項はありません。

－ 8 －

株式に関する事項、新株予約権等に関する事項
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4．会社役員に関する事項

(1) 役員の状況

（平成30年１月31日現在）

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 諸 藤 敏 一 一般社団法人 九州住宅産業協会理事長

常 務 取 締 役 吉 本 晋 治 管理部長

取 締 役 山 本 　 健 アセットマネジメント営業部長

取 締 役 西 川 孝 之 レジデンシャル営業部長

取 締 役 國 分 正 剛 事業部長

取締役・監査等委員 井 手 森 生

取締役・監査等委員 吉 戒 　 孝

株式会社ふくおかフィナンシャルグル

ープ代表取締役副社長及び株式会社福

岡銀行代表取締役副頭取

取締役・監査等委員 柳 澤 賢 二 監査等委員会議長

（注）1．監査等委員である取締役 井手森生、吉戒 孝及び柳澤賢二の３氏は、いずれも社外取締

役であります。

2．監査等委員である取締役 井手森生氏は、公認会計士であり、財務及び会計に関し専門

的な知見を有しております。

3．当社は、監査等委員である取締役 井手森生、柳澤賢二の両氏を、東京証券取引所及び

福岡証券取引所の規定に基づく独立役員として指定し、両取引所に届け出ております。

4．平成30年２月１日付で、管理部長を、常務取締役 吉本晋治氏から取締役 國分正剛氏に

変更しております。

(2) 常勤で監査を行う者の選定の有無及びその理由

　当社は、監査等委員会設置会社へ移行して以来、常勤の監査等委員を選定

しておりません。その理由は次のとおりであります。

　当社グループは、業務部門、事業拠点、事業分野、子会社、役職員等のい

ずれの数も少ないうえ、内部監査室による内部監査結果が監査等委員会にお

いて、取締役の業務執行の状況が取締役会において、毎月１回以上報告され

るほか、内部通報制度や監査等委員会補助者からの情報収集が容易である

等、会社グループの内部統制システムを通じ十分な監査業務を遂行できる環

境が整備されている。

－ 9 －
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(3) 責任限定契約に関する事項

　当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１項の損

害賠償責任を限定する契約を締結することができる旨を定款に規定しており、

監査等委員である取締役の全員との間で責任限定契約を締結しております。

　当該契約に基づく損害賠償の責任の限度額は、善意でかつ重大な過失がな

い場合、法令が定める限度額の範囲内としております。

(4) 役員の報酬等の額

区 分 支 給 人 数 報 酬 等 の 額

取締役（監査等委員であるものを除く。）

（ う ち 社 外 取 締 役 ）

5

（-）
名

110,100

（-）
千円

監 査 等 委 員 で あ る 取 締 役

（ う ち 社 外 取 締 役 ）

3

（3）

8,550

（8,550）

 
（注）1．取締役（監査等委員であるものを除く。）の報酬等の額及び監査等委員である取締役の

報酬等の額は、平成27年４月23日開催の第25期定時株主総会において、それぞれ年額

200,000千円以内及び年額30,000千円以内と決議いただいております。

2．社外役員の親会社等、当該親会社等の子会社等又は子会社からの役員報酬等についての

該当事項はありません。

(5) 役員の報酬等の額又はその算定方法に係る決定に関する事項

　当社は、コーポレート・ガバナンス基準（平成28年２月１日制定）に役員

報酬等の方針を定めており、その内容の概要は次のとおりであります。

① 監査等委員でない取締役

　取締役社長は、別に定めた「役員報酬等の運用基準」に基づき、経営計

画及び各取締役の業績評価、選任理由を勘案して報酬等の配分案を策定し、

これを監査等委員会に提示して意見交換を行った後、取締役会の決議によ

り決定する。

② 監査等委員である取締役

　各取締役の配分は、別に定めた「役員報酬等の運用基準」に基づき、監

査等委員である取締役の協議により決定する。

－ 10 －
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(6) 社外役員に関する事項

① 重要な兼職の状況及び当社と当該兼職先との関係

　監査等委員である取締役 吉戒 孝氏が取締役に就任している株式会社福

岡銀行は、当社が経常的に事業資金の調達を行う特定関係事業者でありま

す。なお、同氏が取締役に就任している株式会社ふくおかフィナンシャル

グループは当該事業者の親会社であります。

② 他の法人等の社外役員等との重要な兼職に関する事項

　該当事項はありません。

③ 主な活動状況

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役

（監査等委員）
井 手 森 生

　当事業年度に開催した取締役会16回及び監査等委員会

15回の全てに出席したほか、四半期毎の会社との決算打

合せに出席し、必要に応じ、主に公認会計士としての専

門的見地から、当社の財務及び会計について発言してお

ります。

取 締 役

（監査等委員）
吉 戒 　 孝

　当事業年度に開催した取締役会16回のうち15回及び監

査等委員会15回のうち14回に出席し、必要に応じ、主に

豊富な企業経営の経験に基づく観点から、経営判断の妥

当性について発言しております。

取 締 役

（監査等委員）
柳 澤 賢 二

　当事業年度に開催した取締役会16回及び監査等委員会

15回の全てに出席し、必要に応じ、主に弁護士としての

専門的見地から、当社経営の適法性・妥当性について発

言しております。

－ 11 －
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5．会計監査人に関する事項

(1) 会計監査人の名称

有限責任監査法人トーマツ

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

① 報 酬 等 の 額 20,000 千円

②
当 社 及 び 当 社 子 会 社 が 支 払 う べ き
金 銭 そ の 他 の 財 産 上 の 利 益 の 合 計 額

21,500 千円

（注）1．当社と会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ

く監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、①

報酬等の額にこれらの合計額を記載しております。

2．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、職務遂行状況及び報酬見積りの算出根

拠等を検討し適切と判断したため、その報酬等の額について会社法第399条第１項の同

意を行っております。

(3) 非監査業務の内容

　当社は、有限責任監査法人トーマツに対して、新株発行に係るコンフォー

トレター作成業務についての対価を支払っております。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査等委員会は、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認めら

れる場合、会計監査人の解任又は不再任に関する株主総会議案の内容を決定

いたします。また、会社法第340条に定める事項に該当する場合は、会計監

査人を解任し、監査等委員会が選定する監査等委員は、解任後最初の株主総

会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。

(5) 責任限定契約に関する事項

　当社と会計監査人 有限責任監査法人トーマツは、当社定款の定めにより、

会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しております。当該

契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会計監査人が当社から受け又は受け

るべき財産上の利益の額の事業年度毎の合計額のうち最も高い額に二を乗

じた額であります。

－ 12 －
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6．業務の適正を確保するための体制等の整備に関する事項

(1) 決議の内容

　当社は、平成27年５月15日開催の取締役会において、業務の適正を確保す

るための体制等の整備に関する「内部統制基本方針」を改定いたしました。

その内容は次のとおりであります。

（監査等委員会の補助体制）

① 監査等委員会は、その職務の補助を担当する使用人（以下、補助者とい

う。）に対し、監査等委員会の事務及び会社グループの情報収集等を指示す

る。補助者はその指示内容について守秘義務を負い、取締役（監査等委員で

あるものを除く。）の指揮命令を受けない。

② 監査等委員会は、内部監査担当に対し、その監査業務に必要な調査等を指

示する。内部監査担当はその指示内容について守秘義務を負い、取締役社長

の指揮命令を受けない。

③ 監査等委員会は、前述の者のほか必要に応じ、補助者の設置を会社に要請

することができる。

（監査等委員会の補助者の独立性）

① 監査等委員会の補助者及び内部監査担当の採用、異動、懲戒及び人事考課

は、監査等委員会の同意を得て行う。

② 会社グループの取締役及び従業員は、監査等委員会の補助者の業務遂行に

対して協力し、一切の制約を行わない。

（監査等委員会への報告体制）

① 会社グループの取締役及び従業員は、監査等委員会又は監査等委員会が選

定した監査等委員から、業務執行に関する事項について報告を求められたと

き、速やかにかつ正確に報告する。

② 会社グループの取締役及び従業員は、業務又は財務の状況に重要な影響を

与えるおそれのある事項を発見したとき、直ちにその旨と内容を、監査等委

員会又は監査等委員会が選定した監査等委員に報告する。

③ 監査等委員会又は監査等委員会が選定した監査等委員に報告した者は、リ

スク管理規程に定める内部通報制度に基づき、いかなる不利益も受けない。

（監査の実効性の確保）

① 監査等委員会又は監査等委員会が選定した監査等委員は、取締役社長と定

期的に会合し、経営方針、対処すべき課題、事業等のリスク、監査のための

体制整備、監査上の重要な事項について、意見交換を行う。

－ 13 －
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② 監査等委員会は、定期的に内部監査担当を出席させ、内部監査の実施結果

を報告させる。

③ 監査等委員会規程に定める監査等委員会の職務の執行に係る費用は、会社

が負担する。

（情報の管理体制）

　取締役の職務の執行状況に係る取締役会議事録、経営会議議事録、稟議書、

関連資料等は、法令及び文書取扱規程に基づき作成、保存するとともに、取

締役、会計監査人、内部監査担当及び監査等委員会の補助者は、随時これら

を閲覧できる。

（リスク管理体制）

① 会社グループで発生したリスク又は予見されるリスクについては、リスク

管理規程に定めるリスク検討委員会において、分析と識別を行い、再発防止

策又は予防策を策定し、取締役会に報告するとともに、その実施を求める。

② 会社は、有事の際の事業継続に備え、会社グループの取締役及び従業員に

対し、事業継続（ＢＣＰ）マニュアルを整備し、必要に応じて適切な見直し

を図る。

（業務執行の妥当性の確保）

① 取締役会は、会社グループの中期経営計画及び年間活動計画を決定する。

また、毎月１回以上開催し、取締役社長から、子会社を含む月次の事業概況

報告のほか、経営会議決議事項の報告を受け、その進捗状況を確認する。

② 取締役社長は、原則毎週１回、経営会議を開催し、取締役会に委任された

事項を決議するほか、職務権限規程に基づく事項を協議して決定する。監査

等委員は、経営会議に参加して決議及び協議の状況を確認できる。

③ 各部門は、業務分掌規程及び職務権限規程に基づいて効率的に業務を遂行

し、営業会議、企画会議等に業務執行取締役全員が出席して、その遂行状況

を確認する。

（コンプライアンス体制）

① 会社グループの取締役及び従業員は、経営理念「理想の住まいへ飽くなき

挑戦」のもと、コーセーアールイー行動規範及びコンプライアンスマニュア

ルに基づいて行動する。管理部は、子会社も含め、定期的に及び必要に応じ

て臨時に、コンプライアンスに関する啓蒙・教育研修を実施する。

② 内部監査担当は、会社グループの業務遂行におけるコンプライアンスの状

況の監査を定期的に行い、取締役社長及び監査等委員会に報告する。

－ 14 －

業務の適正を確保するための体制等の整備に関する事項



2018/04/02 14:39:37 / 17356663_株式会社コーセーアールイー_招集通知

③ 会社グループの従業員は、法令・定款等に違反する事実を発見した場合、

内部通報制度を利用して、コンプライアンス担当取締役及び監査等委員会に、

その旨と内容を直接通報できる。また、管理部は、コンプライアンス研修等

において、当該制度の周知を図る。

④ 会社グループは、反社会的勢力への対応マニュアルを運用し、反社会的勢

力との関係を一切遮断する。継続取引先については定期に、新たな取引先に

ついては都度、可能な限りの調査を行うとともに、警察、暴力追放運動セン

ター、弁護士等の外部専門機関との連携を保持する。

（会社グループの管理体制）

① 子会社の取締役社長は、毎月、会社の関係会社管理担当取締役に事業概況

報告を行う。

② 会社グループとしてのリスク管理体制及びコンプライアンス体制（前述）

により、子会社の業務の適正性を確保する。管理部長は、関係会社管理規程

に基づいて子会社の統括的な管理を行うとともに、子会社の会計状況を定期

的に監督する。内部監査担当は、定期的に業務の適正性に係る内部監査を実

施し、会社の取締役社長、管理部長及び監査等委員会に報告する。

③ 取締役会は、会社グループの財務報告に係る内部統制実施基準を事業年度

毎に制定する。内部監査担当は、当該基準に基づいて監査を行い、会社の取

締役社長及び監査等委員会に報告する。

(2) 体制の運用状況の概要

　当社は、監査等委員会に情報提供を行う補助者を置き、内部監査担当は、

毎月の監査等委員会に出席して全ての監査実施結果を報告いたしました。監

査等委員会は、当社の取締役社長ほか全ての取締役及び全ての子会社の取締

役社長と面談を実施し、業務執行取締役の全員は、毎週の経営会議、企画会

議、営業会議に出席いたしました。加えて、監査等委員会の監査に必要な調

査及び情報収集の充実を図るため、補助者が毎週の経営会議、企画会議、営

業会議に出席いたしました。

　また、取締役社長及び監査等委員会は、当社が定めるコーポレート・ガバ

ナンス基準に基づいて取締役会の実効性評価を行い、有効と判断いたしまし

た。

7．会社の支配に関する基本方針

該当事項はありません。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成30年1月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

販 売 用 不 動 産

仕掛販売用不動産

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

そ の 他

無 形 固 定 資 産

リ ー ス 資 産

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

そ の 他

貸 倒 引 当 金

13,053,885

5,497,096

6,307

278,519

7,081,457

23,552

38,245

128,706

1,767,834

1,695,752

670,351

92

953

1,017,561

6,793

0

5,092

980

4,112

66,989

16,323

60,536

△9,870

流 動 負 債 6,453,947

支払手形及び買掛金 43,894

電 子 記 録 債 務 79,110

短 期 借 入 金 3,332,920

１年内返済予定長期借入金 2,126,004

未 払 金 58,358

未 払 法 人 税 等 418,209

前 受 金 81,082

家 賃 保 証 引 当 金 46,421

賞 与 引 当 金 15,118

そ の 他 252,829

固 定 負 債 1,893,751

長 期 借 入 金 1,773,801

そ の 他 119,950

負 債 合 計 8,347,699

純 資 産 の 部

株 主 資 本 6,378,751

資 本 金 1,562,450

資 本 剰 余 金 1,444,032

利 益 剰 余 金 3,387,386

自 己 株 式 △15,117

その他の包括利益累計額 5,255

その他有価証券評価差額金 5,255

非 支 配 株 主 持 分 90,013

純 資 産 合 計 6,474,021

資 産 合 計 14,821,720 負 債 ・ 純 資 産 合 計 14,821,720

－ 16 －

連結貸借対照表
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連 結 損 益 計 算 書

(平成29年２月１日から
平成30年１月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 12,889,002

売 上 原 価 9,135,394

売 上 総 利 益 3,753,607

販売費及び一般管理費 1,969,168

営 業 利 益 1,784,439

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 788

受 取 家 賃 98,285

受 取 手 数 料 31,503

違 約 金 収 入 2,672

そ の 他 25,352 158,602

営 業 外 費 用

支 払 利 息 148,706

新 株 発 行 費 21,237

そ の 他 22,192 192,137

経 常 利 益 1,750,903

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,750,903

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 570,130

法 人 税 等 調 整 額 △5,016 565,114

当 期 純 利 益 1,185,789

非支配株主に帰属する当期純利益 31,295

親会社株主に帰属する当期純利益 1,154,493

－ 17 －

連結損益計算書
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連結株主資本等変動計算書

(平成29年２月１日から
平成30年１月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 338,000 219,582 2,436,812 △15,117 2,979,278

連結会計年度中の変動額

新 株 の 発 行 1,224,450 1,224,450 2,448,900

剰 余 金 の 配 当 △203,920 △203,920

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益

1,154,493 1,154,493

株主資本以外の項
目の連結会計年度
中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 1,224,450 1,224,450 950,573 － 3,399,473

当 期 末 残 高 1,562,450 1,444,032 3,387,386 △15,117 6,378,751

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非支配株主持分 純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 4,255 4,255 72,718 3,056,251

連結会計年度中の変動額

新 株 の 発 行 2,448,900

剰 余 金 の 配 当 △203,920

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益

1,154,493

株主資本以外の項
目の連結会計年度
中の変動額(純額)

1,000 1,000 17,295 18,295

連結会計年度中の変動額合計 1,000 1,000 17,295 3,417,769

当 期 末 残 高 5,255 5,255 90,013 6,474,021

－ 18 －

連結株主資本等変動計算書
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貸　借　対　照　表
（平成30年1月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

販 売 用 不 動 産

仕掛販売用不動産

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

リ ー ス 資 産

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

そ の 他

貸 倒 引 当 金

12,554,197

5,071,574

1,487

231,690

7,081,457

21,452

27,393

119,142

1,780,926

1,691,581

668,455

92

378

1,017,561

5,093

2,417

980

1,437

86,927

16,263

31,500

49,034

△9,870

流 動 負 債 6,372,269

買 掛 金 41,111

電 子 記 録 債 務 79,110

短 期 借 入 金 3,332,920

１年内返済予定長期借入金 2,121,584

未 払 金 56,927

未 払 法 人 税 等 378,396

前 受 金 81,082

預 り 金 117,972

家 賃 保 証 引 当 金 28,104

賞 与 引 当 金 11,643

そ の 他 123,418

固 定 負 債 1,891,027

長 期 借 入 金 1,771,077

リ ー ス 債 務 2,658

そ の 他 117,291

負 債 合 計 8,263,296

純 資 産 の 部

株 主 資 本 6,066,572

資 本 金 1,562,450

資 本 剰 余 金 1,444,032

資 本 準 備 金 1,431,450

その他資本剰余金 12,582

自己株式処分差益 12,582

利 益 剰 余 金 3,075,206

利 益 準 備 金 5,240

その他利益剰余金 3,069,966

別 途 積 立 金 1,100,000

繰越利益剰余金 1,969,966

自 己 株 式 △15,117

評価・換算差額等 5,255

その他有価証券評価差額金 5,255

純 資 産 合 計 6,071,827

資 産 合 計 14,335,124 負 債 ・ 純 資 産 合 計 14,335,124

－ 19 －

貸借対照表
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損　益　計　算　書

(平成29年２月１日から
平成30年１月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 11,215,073

売 上 原 価 8,225,203

売 上 総 利 益 2,989,869

販売費及び一般管理費 1,428,821

営 業 利 益 1,561,047

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 46,748

受 取 家 賃 83,325

受 取 手 数 料 31,503

違 約 金 収 入 2,272

そ の 他 23,692 187,541

営 業 外 費 用

支 払 利 息 145,397

新 株 発 行 費 21,237

そ の 他 21,564 188,200

経 常 利 益 1,560,388

税 引 前 当 期 純 利 益 1,560,388

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 483,518

法 人 税 等 調 整 額 △7,218 476,300

当 期 純 利 益 1,084,088

－ 20 －

損益計算書
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株主資本等変動計算書

(平成29年２月１日から
平成30年１月31日まで)

 （単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準 備 金

その他資本
剰 余 金 資本剰余金

合 計
利 益
準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利益剰余金
合 計

自己株式
処分差益

別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 338,000 207,000 12,582 219,582 5,240 900,000 1,289,798 2,195,038

事業年度中の変動額

新 株 の 発 行 1,224,450 1,224,450 1,224,450

別途積立金の
積 立

200,000 △200,000 －

剰余金の配当 △203,920 △203,920

当 期 純 利 益 1,084,088 1,084,088

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中
の 変 動 額 (純 額 )

事業年度中の変動額合計 1,224,450 1,224,450 － 1,224,450 － 200,000 680,168 880,168

当 期 末 残 高 1,562,450 1,431,450 12,582 1,444,032 5,240 1,100,000 1,969,966 3,075,206

株 主 資 本 評価・換算差額等

純 資 産 合 計
自己株式

株 主 資 本
合 計

その他有価
証 券 評 価
差 額 金

評価・換
算差額等
合 計

当 期 首 残 高 △15,117 2,737,504 4,255 4,255 2,741,759

事業年度中の変動額

新 株 の 発 行 2,448,900 2,448,900

別途積立金の
積 立

－ －

剰余金の配当 △203,920 △203,920

当 期 純 利 益 1,084,088 1,084,088

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

1,000 1,000 1,000

事業年度中の変動額合計 － 3,329,068 1,000 1,000 3,330,068

当 期 末 残 高 △15,117 6,066,572 5,255 5,255 6,071,827

－ 21 －

株主資本等変動計算書
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成30年３月20日

株式会社コーセーアールイー

　取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 馬場　正宏　㊞

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 増村　正之　㊞

　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社コーセーアールイーの平
成２９年２月１日から平成３０年１月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、
連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を
行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連
結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表
示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備
及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類
に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な
虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ
き監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実
施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な
虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性に
ついて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況
に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部
統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含ま
れる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、株式会社コーセーアールイー及び連結子会社からなる企業集団の当該連
結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示している
ものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以 上

－ 22 －

連結計算書類に係る会計監査報告
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成30年３月20日

株式会社コーセーアールイー

　取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 馬場　正宏　㊞

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 増村　正之　㊞

　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社コーセーアールイ
ーの平成２９年２月１日から平成３０年１月３１日までの第２８期事業年度の計算書類、すな
わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書
について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬によ
る重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及び
その附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公
正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書
類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、
監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手する
ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書
類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査
の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその
附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採
用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし
ての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び
損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以 上

－ 23 －

計算書類に係る会計監査報告
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書

当監査等委員会は、平成29年２月１日から平成30年１月31日までの第28期事業年度における
取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告い
たします。
1．監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会
決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締
役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明
を求め、意見を表明するとともに、以下の方法で監査を実施しました。
(1) 監査等委員会が定めた監査等委員会監査基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従
い、会社の内部監査部門その他の使用人と連携の上、重要な会議における意思決定の過程及
び内容、主要な決裁書類その他業務執行に関する重要な書類等の内容、取締役の職務執行の
状況、並びに会社の業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社
の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報
告を受けました。

(2) 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体
制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17
年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を
求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計
算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）につ
いて検討いたしました。

2．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも
のと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は
認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべ
き事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成30年３月28日

株式会社コーセーアールイー　監査等委員会

監 査 等 委 員 ・ 社 外 取 締 役 井 手 森 生 ㊞

監 査 等 委 員 ・ 社 外 取 締 役 吉 戒 　 孝 ㊞

監 査 等 委 員 ・ 社 外 取 締 役 柳 澤 賢 二 ㊞

以 上

－ 24 －

監査等委員会の監査報告
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件

　当社の配当政策は、当社が定めたコーポレート・ガバナンス基準により、連結

配当性向30％を重要な指針とし、株主資本の水準を勘案して決定することを基本

方針としております。

　当期の期末配当は、上記方針を踏まえ、１株につき普通配当33円といたしたい

と存じます。なお、当期末配当額は、当社が平成29年２月１日付で実施した株式

分割（１株を２株に分割）前に換算すると１株につき66円に相当し、前期の期末

配当１株当たり50円に比べ、実質16円の増配となります。

　また、長期的な自己資本の充実のため、以下のとおり、別途積立金の積み立て

をいたしたいと存じます。

　つきましては、剰余金の処分を以下のとおりといたしたいと存じます。

1．期末配当に関する事項

(1) 配当財産の種類

金銭といたします。

(2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき 33円　総額 335,174,400円

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

平成30年４月27日

2．その他の剰余金の処分に関する事項

(1) 増加する剰余金の項目及びその額

別途積立金 300,000,000円

(2) 減少する剰余金の項目及びその額

繰越利益剰余金 300,000,000円

－ 25 －

剰余金処分議案
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第２号議案　取締役（監査等委員であるものを除く。）４名選任の件

　取締役（監査等委員であるものを除く。）全員５名は、本総会終結の時をもっ

て任期満了となります。つきましては、経営体制の効率化を図り、取締役（監査

等委員であるものを除く。）を１名減員し、４名の選任をお願いしたいと存じま

す。なお、本議案に関し、監査等委員会は特段の意見がない旨を確認しておりま

す。

　取締役（監査等委員であるものを除く。）候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況
所有する当社
株式の数(注)2

１

（再任）
もろ

諸
ふじ

藤
とし

敏
かず

一

（昭和30年６月24日生）

【略歴、当社における地位及び担当】

昭和55年６月　ダイア建設株式会社 入社

昭和57年１月　株式会社すまい 入社

昭和60年９月　同社取締役

昭和62年９月　同社専務取締役

平成４年８月　当社代表取締役社長（現任）

平成22年４月　一般社団法人九州住宅産業協会理事

長（現任）

【重要な兼職の状況】

　一般社団法人九州住宅産業協会理事長

【取締役候補者とした理由】

　当社の創業者であり、当社グループの事業に精通

し、その経験と見識により、今後も企業価値向上への

貢献が期待できることから、引き続き選任をお願いす

るものであります。

【予定する地位及び担当】

　代表取締役社長（重任）

2,549,389株

２

（再任）
やま

山
もと

本
 

　
けん

健

（昭和36年10月４日生）

【略歴、当社における地位及び担当】

平成元年４月　株式会社ダイナ 入社

平成８年８月　株式会社クローバーホーム代表取締

役社長

平成15年８月　当社入社

平成23年４月　当社営業部長

平成24年４月　当社取締役 アセットマネジメント

営業部長（現任）

【取締役候補者とした理由】

　分譲マンション販売業務の全般に精通し、今後も

事業拡大への貢献が期待できることから、引き続き

選任をお願いするものであります。

【予定する地位及び担当】

　取締役アセットマネジメント営業部長（重任）

34,845株

－ 26 －

取締役（監査等委員以外）選任議案
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候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況
所有する当社
株式の数(注)2

３

（再任）
にし

西
かわ

川
たか

孝
ゆき

之

（昭和44年１月６日生）

【略歴、当社における地位及び担当】

平成２年７月　株式会社すまい 入社

平成11年４月　当社入社

平成23年４月　当社営業部 副部長

平成24年４月　当社取締役 レジデンシャル営業部

長（現任）

【取締役候補者とした理由】

　分譲マンション販売業務の全般に精通し、今後も

事業拡大への貢献が期待できることから、引き続き

選任をお願いするものであります。

【予定する地位及び担当】

　取締役レジデンシャル営業部長（重任）

29,445株

４

（再任）
こく

國
ぶ

分
せい

正
ごう

剛

（昭和40年６月26日生）

【略歴、当社における地位及び担当】

昭和63年４月　株式会社住総 入社

平成８年11月　ダイア建設株式会社 入社

平成18年２月　当社入社

平成25年２月　当社事業部次長

平成27年４月　当社取締役 事業部長

平成30年２月　当社取締役 管理部長（現任）

【取締役候補者とした理由】

　当社グループの事業全般に精通し、今後、経営管

理の充実及び経営効率の向上に貢献が期待できるこ

とから、引き続き選任をお願いするものでありま

す。

【予定する地位及び担当】

　取締役管理部長（重任）

17,459株

（注）1．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

2．各候補者の所有する当社株式の数には、コーセーアールイー役員持株会における各自の

持分を含めた実質所有株式数を記載しております。

3．予定する地位及び担当は、本議案の承認可決を条件として、本総会終結後の取締役会に

おいて決議する予定であります。

以 上

－ 27 －

取締役（監査等委員以外）選任議案
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【インターネットによる議決権行使のご案内】

　インターネットにより議決権を行使される場合は、以下の事項をご確認のうえ、平

成30年４月25日（水曜日）午後６時までに行使くださいますようお願い申しあげます。

１．議決権行使ウェブサイトについて

　　インターネットによる議決権行使は、パソコン、スマートフォン又はタブレット

から当社の指定する以下の議決権行使ウェブサイトをご利用いただくことによって

のみ可能です。

　〔議決権行使ウェブサイトアドレス〕　https://www.net-vote.com/

２．インターネットによる議決権行使方法について

（1）インターネットにより議決権を行使される場合は、同封の議決権行使書用紙に記

載の「ログインＩＤ」及び「仮パスワード」をご利用のうえ、画面の案内に従っ

て議案の賛否をご入力ください。

（2）書面とインターネットにより、二重に議決権を行使された場合は、インターネッ

トによるものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。また、イン

ターネットにより、複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行われた

ものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。

３．ログインＩＤ及びパスワードのお取扱いについて

（1）議決権行使書に記載されているログインＩＤは、本株主総会に限り有効です。

（2）パスワードは、ご投票される方が株主様ご本人であることを確認するための重要

な情報です。大切にお取扱いください。

（3）パスワードの再発行をご希望の場合は、後記専用ダイヤルまでご連絡ください。

４．ご留意事項

（1）議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際に発生する費用は、株主様のご負担

となります。

（2）株主様のインターネット利用環境等によっては、ご利用いただけない場合があり

ます。

【インターネットによる議決権行使に関するお問合せ】

　インターネットによる議決権行使に関するご不明な点につきましては、以下にお

問合せくださいますようお願い申しあげます。

株式会社アイ・アール　ジャパン　証券代行業務部

[専用ダイヤル]　０１２０－９７５－９６０

[受付時間]　午前９時～午後５時（土曜日・日曜日・祝日を除く）

以 上

－ 28 －

※インターネット行使案内
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株主総会会場ご案内図

福岡市博多区下川端町３番２号
ホテルオークラ福岡　３階「メイフェア」
TEL (092)-262-1111

都市高速
天神北ランプ

中央郵便局

天神駅 明治通り

天神南駅

薬院駅

国体道路 祇園駅

JR鹿
児島本線

中洲川端駅

呉服町駅

昭和通り

博多リバ
レイン

都市高速
呉服町ランプ

地下鉄福岡空港駅

ホテルオークラ福岡

福
岡

市
役
所

西
鉄
福
岡

(

天
神)

駅

西
鉄
天
神
大
牟
田
線

七
隈
線

 

渡
辺
通
駅薬

院
駅

那
珂
川

博
多
川

博
多
座

大
博
通
り

博
多

駅

＜交通手段＞
JR博多駅から
地下鉄　　博多駅――中洲川端駅「姪浜方面行き」

(所要時間約５分)
タクシー　所要時間　約10分

福岡空港から
地下鉄　　福岡空港駅――中洲川端駅「姪浜方面行き」

(所要時間約10分)
タクシー　所要時間　約20分

西鉄福岡（天神）駅から
徒歩　　　約15分

地図




